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地域医療再生計画について 

 

 

今般、「経済危機対策」（平成２１年４月１０日「経済危機対策」に関する政府・与党会

議、経済対策閣僚会議合同会議）において、「都道府県が地域の医療課題の解決に向けて策

定する「地域医療再生計画」に基づいて行う、医療圏単位での医療機能の強化、医師等の

確保等の取組を支援」することとしたところである。 

国は、この支援策として、平成２１年度補正予算において、地域医療再生臨時特例交付

金を確保し、都道府県に交付することとしたものである。都道府県においては、医療圏単

位での医療機能の強化、医師等の確保等の取組その他の地域における医療に係る課題を解

決するための施策について定める計画（以下「地域医療再生計画」という。）を作成すると

ともに、地域医療再生臨時特例交付金により地域医療再生基金を造成し、これらの施策を

実施することが望まれる。 

ついては、都道府県における地域医療再生計画の作成に資するため、地方自治法（昭和

二十二年法律第六十七号）第二百四十五条の四第一項の規定に基づく技術的な助言として、

別添のとおり地域医療再生計画作成指針を定めたのでこれを通知する。 

地域医療再生計画（案）並びに地域医療再生計画（案）調査票（様式１）、地域医療再生

計画（案）事業別調書（様式２）及び地域医療再生計画（案）の概要（様式自由）につい

ては、順次、審査を進めることとしているので、都道府県において作成次第、厚生労働省

医政局指導課に提出されたい。なお、最終提出期限は平成２１年１０月１６日（金）とす

る。 

なお、貴管内関係者に対しては、貴職から周知されるよう御配慮願いたい。 
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（別添） 

 

地域医療再生計画作成指針 

 

 

 

第１ 地域医療再生計画作成の趣旨 

 

 国としては、「経済危機対策」（平成２１年４月１０日「経済危機対策」に関

する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議）において、「都道府県が地域

の医療課題の解決に向けて策定する「地域医療再生計画」に基づいて行う、医

療圏単位での医療機能の強化、医師等の確保等の取組を支援」することとした

ところである。 

 国は、この支援策として、平成２１年度補正予算において、地域医療再生臨

時特例交付金を確保し、都道府県に交付することとしたものである。都道府県

においては、医療圏単位での医療機能の強化、医師等の確保等の取組その他の

地域における医療に係る課題を解決するための施策について定める計画（以下

「地域医療再生計画」という。）を作成するとともに、地域医療再生臨時特例交

付金により地域医療再生基金を造成し、これらの施策を実施することが望まれ

る。 

 本指針は、都道府県の参考となるものを手引きの形で示したものである。 

 

 

第２ 地域医療再生計画の作成 

 

１ 総論 

地域医療再生計画の内容については、都道府県において、本作成指針に即

し、かつ、医療審議会、医療対策協議会等の意見を聴き、それぞれの地域の

実情に応じて定めるものとする。 

地域医療再生計画においては、個々の医療機関が直面する課題を解決する

ことだけでなく、地域医療全体が直面する課題を解決することを目的とする。 

また、地域医療再生計画においては、現状分析、課題の選定、達成すべき

目標及び実施する事業が一貫したものとなるよう留意する。 

さらに、地域医療再生計画の終了後においては、急性期医療の充実強化・

効率化、病院病床の機能分化及び在宅医療の充実を実現するなど、地域にお

ける医療に関する課題を解決することにより、地域における医療が継続的に

確保されるよう留意する。地域医療再生計画の終了後において、地域におけ

る医療の継続的な確保に支障が生ずることのないよう留意する。 
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なお、２において地域医療再生計画の記載事項とされているものについて

は、必ず記載するものとする。 

   

２ 記載事項 

次の事項については、地域医療再生計画に記載するものとする。 

(1) 地域医療再生計画において対象とする地域の範囲 

地域医療再生計画においては、一の医療法第３０条の４第２項第１０号

に規定する区域を基本とする地域（以下「二次医療圏」という。）を対象と

して定める。 

対象とする二次医療圏の選定に当たっては、管内の二次医療圏のうち特

に解決すべき課題を有するものを対象とする。 

ただし、地域の医療機関において一定期間勤務した場合に返還を免除す

る医学部生向けの奨学金貸与事業など、二次医療圏の単位で実施するより

も都道府県全体で実施した方が効率的な事業については、都道府県全体を

対象として定めることができる。 

なお、多数の二次医療圏を対象として地域医療再生臨時特例交付金を少

額ずつ交付する計画は、望ましくない。 

(2) 地域医療再生計画の開始日及び終了日 

地域医療再生計画の期間については、平成２５年度末までの５年間以内

とする。 

(3) (1)の地域における医療に関する現状の分析 

地域における医療に関する現状の分析をするに当たっては、医療に関す

る需要、必要な医師数などにつき、可能な限り定量的な分析を行う。 

また、地域における医療に関する課題が明らかとなるよう留意する。 

(4) (1)の地域において解決すべき医療に関する課題 

(5) 地域医療再生計画の期間の終了日までの間に(1)の地域において達成す

べき医療に関する目標 

(1)の地域における医療提供体制の在り方に関して、地域医療再生計画を

実施することにより達成する全体的な目標（以下「大目標」という。）を定

める。 

あわせて、大目標の達成状況を把握・評価するため、大目標に関連する

指標について数値目標を定める。 

数値目標の設定に当たっては、必要な医師数、救急搬送に要する時間な

どにつき、可能な限り、具体的かつ定量的な目標を設定する。 

数値目標については、年度ごとの事業計画においてそれぞれの達成すべ

き目標を定める。 

数値目標の設定に当たっては、その妥当性を十分に検討する。 

(6) (5)の目標を達成するために行う事業の内容 
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地域医療再生計画においては、対象とする地域における実情に応じて、

当該地域の医療課題を解決するために必要な事業について定める。例えば、

救急医療の確保が課題となっている地域においては管制塔機能を有する医

療機関を設置するために必要な事業等を、医師確保が課題になっている地

域においては地域の医療機関において一定期間勤務した場合に返還を免除

する医学部生向けの奨学金貸与事業等を、それぞれ定めるものとする。 

地域医療再生計画においては、既に実施している国庫補助対象事業を定

めても差し支えない。ただし、これらの事業は、地域医療再生臨時特例交

付金の対象とはならない。なお、国庫補助の対象となる事業を新規に実施

し、又は、拡充する場合であっても、当該国庫補助を優先的に活用する。 

(7) (6)の事業を実施するに当たって必要な経費（経費に係る財源を含む。） 

経費の積算に当たっては、費用を可能な限り抑制するため、適正な価格

を用いて行う。 

また、既に実施している国庫補助事業における国以外の負担分について、

本交付金を充当することはできない。既に実施している地方単独事業につ

いても同様とする。 

さらに、継続的に実施することが必要な事業については、地域医療再生

計画が終了し、地域医療再生基金が無くなった後においても引き続き実施

されるよう、地域医療再生計画の期間中においても一部は都道府県又は市

町村が負担するなど、費用負担の在り方に留意する。 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）

附則第５条において、地方公共団体は、国、独立行政法人、国立大学法人

等に対し、原則として、寄附金、法律又は政令の規定に基づかない負担金

その他これらに類するものを支出してはならないこととされているので留

意する。 

ただし、地方公共団体の要請に基づき、科学技術に関する研究開発等で、

地域における産業の振興その他住民の福祉の増進に寄与し、かつ、当該地

方公共団体の重要な施策を推進するために必要であるものを行う場合に、

当該地方公共団体が当該研究開発等（当該法人において通常行われる研究

開発等と認められる部分を除く。）の実施に要する経費等を負担しようとす

る場合（地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成１９年政

令第３９７号）附則第４条第７号）、地方公共団体の要請に基づき、当該地

方公共団体の住民に対して特別に医療を提供する場合に、当該地方公共団

体が当該医療の提供に要する費用等を負担しようとする場合（同条第８号）

等であって、あらかじめ、総務大臣に協議し、同意を得たものは例外とさ

れている。 

(8) 地域医療再生計画の終了後に実施する必要があると見込まれる事業 

 地域医療再生計画の終了後において、(5)に掲げる目標を引き続き達成す
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るために実施する必要があると見込まれる事業につき、その内容及び経費

を記載する。 

 

３ 地域医療再生計画作成等に係る手順 

都道府県が地域医療再生計画を作成する際、全国に共通すると考えられる

手順等を参考までに示す。 

(1) 地域医療再生計画（案）を作成するための体制の整備。 

(2) 地域医療の現状分析等に係るデータの収集、調査の実施及び将来予測の

検討。 

(3) 管内のすべての二次医療圏における中核的な医療機関の意見を聴いた上

で地域医療再生計画において対象とする地域を選定。 

(4) 対象とする地域における医療機関、医育機関、診療又は調剤に関する学

識経験者の団体（医師会、歯科医師会及び薬剤師会）、市町村等の関係者に

対して意見を聴取。 

(5) 当該地域において直面する医療に関する課題を解決するための具体的方

策及び目標等を検討。 

(6) 当該地域における課題を解決するための事業の内容についての検討。 

(7) 以上の検討を踏まえて地域医療再生計画（案）の作成。これまでに厚生

労働省に随時相談 

(8) 地域医療再生計画（案）について都道府県医療審議会又は医療対策協議

会への意見聴取。 

(9) 地域医療再生計画（案）並びに様式１及び様式２の厚生労働省への提出。 

(10) 有識者による協議会（国に設置）において地域医療再生計画（案）を審

議。 

(11) 厚生労働省から都道府県に地域医療再生臨時特例交付金の交付額を内

示。 

(12) 地域医療再生計画を決定。 

 

４ 医療計画等との関係 

 地域医療再生計画の作成に当たっては、必要に応じて都道府県医療計画を

見直すなど、都道府県医療計画その他都道府県が定める関係計画の内容と調

和が保たれるようにする。 

 また、公立病院改革プラン及び各都道府県において策定された「再編・ネ

ットワーク化に関する計画・構想等」（「公立病院改革ガイドラインについて

（通知）」（平成１９年１２月２４日総財経第１３４号総務省自治財政局長通

知）を踏まえて作成されるものをいう。）との整合性について留意する。 

 なお、管内に定住自立圏に関する取組を行う市町村（管内にその一部が含

まれるものを含む。）がある場合にあっては、地域医療再生計画を作成する
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に当たって、当該圏域の中心市（中心市以外の市町村の病院が当該圏域の中

核的な病院であるときは、当該市町村）等と協議するなど、当該定住自立圏

に関する取組との調和が図られるよう配慮する。 

 

 

第３ 地域医療再生計画の推進等 

 

１ 地域医療再生計画の推進体制 

地域医療再生計画の推進体制については、都道府県医療審議会又は医療対

策協議会を活用するなど、関係者が互いに情報を共有することにより、信頼

関係を醸成し、円滑な連携が推進されるような体制を構築することが望まし

い。 

 

２ 地域医療再生計画の達成状況の評価等 

地域医療再生計画に定める事業に関して、毎年度、当該目標の達成状況を

評価し、実績報告を作成する。 

地域医療再生計画に定める事業の実績報告は、厚生労働大臣に提出する。 

評価の結果は、次年度以降の地域医療再生計画に係る事業計画に反映させ

るものとする。厚生労働省は、少なくとも、平成２１年度から平成２３年度

までの実績については、有識者による協議会に報告し、意見を聴くものとす

る。 

 

３ 地域医療再生計画の変更 

評価の結果に基づき、地域医療再生計画における大目標を達成するために

必要があると認める場合、地域医療再生計画の変更を行うことができる。 

地域医療再生計画を変更しようとするときは、あらかじめ、対象とする地

域における医療機関、医育機関、診療又は調剤に関する学識経験者の団体（医

師会、歯科医師会及び薬剤師会）等の関係者、都道府県医療審議会又は医療

対策協議会及び対象とする地域を管轄する市町村の意見を聴取する。 

都道府県は、地域医療再生臨時特例交付金の交付を受けている場合であっ

て、地域医療再生計画を変更しようとするときは、当該変更につき、厚生労

働大臣の承認を受けなければならない。 

厚生労働大臣は、都道府県の地域医療再生計画の変更（軽微な変更を除く。）

を承認する場合は、有識者による協議会の意見を聴くものとする。 

 

 

第４ その他 
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地域医療再生計画の作成に当たっての留意事項については、別紙のとおり

であるので参考とする。 

また、地域医療再生計画の内容としては、別添１及び別添２の例示が考え

られるので、併せて参考とする。  
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（別紙） 

 

地域医療再生計画の作成に当たっての留意事項 

 

 

 

１ 地域医療再生計画の記載事項 

 

(1) 必要事項の記載 

・ 必要な記載事項はすべて記載すること。 

・ 計画期間は平成２５年度末までに終了すること。 

・ 対象地域は、二次医療圏を基本として定めること。合理的な理由がある

場合に限り、二次医療圏よりも広範な地域を対象とすること。 

・ 都道府県が提出する計画の中における優先順位を付すこと。 

 

(2) 計画の論理性 

・ 現状分析、課題の認識、目標設定及び実施する事業は、それぞれ、適正

に検討すること。 

・ 現状分析、課題の認識、目標設定及び実施する事業が一貫したものとす

ること。 

 

(3) 計画の適正性 

・ 定量的な現状分析をすること。 

・ 地域医療全体が直面する課題を解決することを目的とすること。個々の

医療機関における問題を解決することに止めないこと。 

・ 計画期間の終了後において、地域において医療が継続的に提供される体

制が確保されることが見込まれるようにすること。 

・ 定量的な目標を定めること。 

・ 病院病床の機能分化について、妥当な目標を設定すること。 

・ 急性期医療の充実強化・効率化について、妥当な目標を設定すること。 

・ 在宅医療の強化について、妥当な目標を設定すること。 

・ マンパワーの充実確保について、妥当な目標を設定すること。 

・ 複数の医療圏に対して、地域医療再生特例交付金を少額ずつ交付する計

画としないこと。 

・ 必要性の低い事業は含まないこと。 

 

(4) 他の計画等との調和 

・ 医療計画その他都道府県が定める関係計画との調和を図ること。 
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・ 公立病院改革プラン等及び定住自立圏に関する取組との調和を図ること。 

 

 

２ 地域医療再生計画の作成手順 

 

・ 都道府県における医療審議会、医療対策協議会等の関係者の意見を聴取す

ること。 

 

 

３ 地域医療再生計画に定める事業に係る経費の積算 

 

・ 妥当な単価により積算すること。 

・ 過度の施設又は設備の整備を行わないこと。 

・ 借入を行う場合、借入金は返済可能な範囲とすること。 

・ 既に実施していた国庫補助事業における県等の負担分について、本交付金

を振り替えて充当しないこと。既に実施している地方単独事業について、本

交付金を振り替えて充当しないこと。 

・ 地方公共団体から国立大学法人、独立行政法人等に対して、補助金等の支

出を行う場合、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に定める要件（県

負担がある場合の総務大臣の同意等）を満たすこと。 

 

 

 



（様式１）

都道府県： 　　　　 　　　　　　　　　
対象地域：　　　　　　　　　　　　　　

地域医療再生計画（案）　調査票

１　地域医療再生計画の記載事項

２　地域医療再生計画の作成手順

(1) 必要事項の記載

(2) 計画の論理性

(3) 計画の適正性

３　地域医療再生計画に定める事業に係る経費の積算

(4) 他の計画等との調和

※　Ｐ７・８の「地域医療再生計画の作成に当たっての留意事項」における各項目について、都道府県において
自ら確認した結果を簡潔に御記載願います。



●●県 地域医療再生計画（案）　事業別調書 （様式２）

１．交付要綱第４の別表の（１）の地域（○○医療圏）

100 億円

（単位：円） ＜計画期間終了後＞

事業者名（施設名等
（開設者名を含む））

総事業費
(A)

既に実施し
ている国庫
補助対象事

業費(B)

既に実施し
ている地方
単独事業費

（Ｃ）

新規又は拡
充する国庫
補助事業に
係る国庫補
助金額(D)

都道府県負
担額(E)

事業者負担
額(F)

負担額計
(G=E+F)

寄付金その
他収入額
(H)

差引額額
(A-B-C-D-
G-H)

他の国庫補
助事業の有

無
事業継続（予定）の有無とその理由

継続の場合
の単年度事
業費予定額

（円）

①当該地域における事業

0 0

0 0

②都道府県単位の事業

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２－１．交付要綱第４の別表の（２）の地域（△△医療圏）
優先順位

30 億円

（単位：円） ＜計画期間終了後＞

事業者名（施設名等
（開設者名を含む））

総事業費
(A)

既に実施し
ている国庫
補助対象事

業費(B)

既に実施し
ている地方
単独事業費

（Ｃ）

新規又は拡
充する国庫
補助事業に
係る国庫補
助金額(D)

都道府県負
担額(E)

事業者負担
額(F)

負担額計
(G=E+F)

寄付金その
他収入額
(H)

差引額額
(A-B-C-D-
G-H)

他の国庫補
助事業の有

無
事業継続（予定）の有無とその理由

継続の場合
の単年度事
業費予定額

（円）

①当該地域における事業

0 0

0 0

②都道府県単位の事業

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２－２．交付要綱第４の別表の（２）の地域（□□医療圏）
優先順位

30 億円

（単位：円） ＜計画期間終了後＞

事業者名（施設名等
（開設者名を含む））

総事業費
(A)

既に実施し
ている国庫
補助対象事

業費(B)

既に実施し
ている地方
単独事業費

（Ｃ）

新規又は拡
充する国庫
補助事業に
係る国庫補
助金額(D)

都道府県負
担額(E)

事業者負担
額(F)

負担額計
(G=E+F)

寄付金その
他収入額
(H)

差引額額
(A-B-C-D-
G-H)

他の国庫補
助事業の有

無
事業継続（予定）の有無とその理由

継続の場合
の単年度事
業費予定額

（円）

①当該地域における事業

0 0

0 0

②都道府県単位の事業

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

基準額

地域医療再生計画（案）

合　計

基準額

地域医療再生計画（案）

合　計

基準額

地域医療再生計画（案）

合　計


